
  
 

 事業者の責務 国の責務 地方公共団体の責務 消費者の役割 

 

食品安全基本法 

 

（平成 15 年法律第 48

号） 

第８条 肥料、農薬、飼料、飼料添加物、動物用の医薬品その他食品の安

全性に影響を及ぼすおそれがある農林漁業の生産資材、食品（その原料

又は材料として使用される農林水産物を含む。）若しくは添加物（食品

衛生法 （昭和２２年法律第２３３号）第４条第２項 に規定する添加物

をいう。）又は器具（同条第４項 に規定する器具をいう。）若しくは容

器包装（同条第５項 に規定する容器包装をいう。）の生産、輸入又は販

売その他の事業活動を行う事業者（以下「食品関連事業者」という。）

は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たって、自らが食品

の安全性の確保について第一義的責任を有していることを認識して、食

品の安全性を確保するために必要な措置を食品供給行程の各段階にお

いて適切に講ずる責務を有する。 

２  前項に定めるもののほか、食品関連事業者は、基本理念にのっとり、

その事業活動を行うに当たっては、その事業活動に係る食品その他の物

に関する正確かつ適切な情報の提供に努めなければならない。 

３  前２項に定めるもののほか、食品関連事業者は、基本理念にのっと

り、その事業活動に関し、国又は地方公共団体が実施する食品の安全性

の確保に関する施策に協力する責務を有する。  

 

第６条 国は、前３条に定める食品

の安全性の確保についての基本

理念（以下「基本理念」という。）

にのっとり、食品の安全性の確保

に関する施策を総合的に策定し、

及び実施する責務を有する。 

第７条 地方公共団体

は、基本理念にのっと

り、食品の安全性の確

保に関し、国との適切

な役割分担を踏まえ

て、その地方公共団体

の区域の自然的経済

的社会的諸条件に応

じた施策を策定し、及

び実施する責務を有

する。 

第９条 消費者

は、食品の安全

性の確保に関

する知識と理

解を深めると

ともに、食品の

安全性の確保

に関する施策

について意見

を表明するよ

うに努めるこ

とによって、食

品の安全性の

確保に積極的

な役割を果た

すものとする。 

 

食品衛生法 

 

（昭和 22 年法律第 233

号） 

第３条 食品等事業者（食品若しくは添加物を採取し、製造し、輸入し、

加工し、調理し、貯蔵し、運搬し、若しくは販売すること若しくは器具

若しくは容器包装を製造し、輸入し、若しくは販売することを営む人若

しくは法人又は学校、病院その他の施設において継続的に不特定若しく

は多数の者に食品を供与する人若しくは法人をいう。以下同じ。）は、

その採取し、製造し、輸入し、加工し、調理し、貯蔵し、運搬し、販売

し、不特定若しくは多数の者に授与し、又は営業上使用する食品、添加

物、器具又は容器包装（以下「販売食品等」という。）について、自ら

の責任においてそれらの安全性を確保するため、販売食品等の安全性の

確保に係る知識及び技術の習得、販売食品等の原材料の安全性の確保、

販売食品等の自主検査の実施その他の必要な措置を講ずるよう努めな

ければならない。 

２  食品等事業者は、販売食品等に起因する食品衛生上の危害の発生の

防止に必要な限度において、当該食品等事業者に対して販売食品等又は

その原材料の販売を行つた者の名称その他必要な情報に関する記録を

作成し、これを保存するよう努めなければならない。 

３  食品等事業者は、販売食品等に起因する食品衛生上の危害の発生を

防止するため、前項に規定する記録の国、都道府県等への提供、食品衛

生上の危害の原因となつた販売食品等の廃棄その他の必要な措置を適

確かつ迅速に講ずるよう努めなければならない。  

 

第２条 国、都道府県、地域保健法 （昭和２２年法律第１０

１号）第５条第１項 の規定に基づく政令で定める市（以下

「保健所を設置する市」という。）及び特別区は、教育活動

及び広報活動を通じた食品衛生に関する正しい知識の普及、

食品衛生に関する情報の収集、整理、分析及び提供、食品衛

生に関する研究の推進、食品衛生に関する検査の能力の向上

並びに食品衛生の向上にかかわる人材の養成及び資質の向

上を図るために必要な措置を講じなければならない。 

２  国、都道府県、保健所を設置する市及び特別区は、食品

衛生に関する施策が総合的かつ迅速に実施されるよう、相互

に連携を図らなければならない。 

３  国は、食品衛生に関する情報の収集、整理、分析及び提

供並びに研究並びに輸入される食品、添加物、器具及び容器

包装についての食品衛生に関する検査の実施を図るための

体制を整備し、国際的な連携を確保するために必要な措置を

講ずるとともに、都道府県、保健所を設置する市及び特別区

（以下「都道府県等」という。）に対し前２項の責務が十分

に果たされるように必要な技術的援助を与えるものとする。

 

 

食品規制法令における関係者の責務 

資料２ 



（参考） 

（食安発第０２０１００３号平成１７年２月１日厚生労働省医薬食品局食品安全部長通知別添） 

 

○ 錠剤、カプセル状等食品の適正な製造に係る基本的考え方について（抜粋） 

第１ 趣旨 

食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）第３条において、食品等事業者は安全な食品等を供給するために必要な衛生管理が求められてい

るところである。 

（中略） 

製造工程管理の手法については、医薬品について既に導入されている適正製造規範（Good Manufacturing Practice。以下「GMP」という。）

を参考にすることができる。しかし、錠剤、カプセル状等食品におけるGMPの導入に当たってはその特性に応じたものであるべきであり、また、

現段階においては、事業者の自主的な取り組みを推奨するような方向で進めることが適切である。 

 

 

○ 錠剤、カプセル状等食品の原材料の安全性に関する自主点検ガイドライン（抜粋） 

第１ 趣旨 

食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）第３条において、食品等事業者は安全な食品等を供給するために必要な衛生管理が求められてい

る。 

（中略） 

「原材料の安全性の確保」については、食品等事業者の責務として同条に規定されているところであるが、錠剤、カプセル状等食品の原材

料の製造、販売等に関しては、その特性に鑑み、安全性確保に向けた事業者の自主的な取り組みが期待されるところである。 

 


